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（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．第42期及び第43期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、第42期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期

第２四半期 
累計期間 

第43期
第２四半期 
累計期間 

第42期
第２四半期 
会計期間 

第43期 
第２四半期 
会計期間 

第42期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  5,912,496  5,100,606  3,087,186  2,641,062  10,997,613

経常利益（△損失）（千円）  △70,923  107,228  6,300  97,251  203,734

四半期（当期）純利益（△損失）

（千円） 
 △92,458  37,320  △16,410  42,444  82,824

持分法を適用した場合の投資利益

（△損失）（千円） 
 △8,937  △1,118  634  1,431  △9,064

資本金（千円） － －  2,144,134  2,144,134  2,144,134

発行済株式総数（株） － －  7,767,800  7,767,800  7,767,800

純資産額（千円） － －  8,868,252  8,971,079  8,929,990

総資産額（千円） － －  19,599,273  18,702,581  19,273,433

１株当たり純資産額（円） － －  1,143.15  1,156.42  1,151.12

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△損失）（円） 
 △11.92  4.81  △2.12  5.47  10.68

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

１株当たり配当額（円）  5.00  5.00  5.00  5.00  10.00

自己資本比率（％） － －  45.3  48.0  46.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 470,133  405,656 － －  738,149

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △86,613  △36,824 － －  △151,473

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △305,310  △283,962 － －  △474,094

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  723,242  842,483  757,614

従業員数（人） － －  483  481  473
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当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 481      
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(1）生産実績 

当第２四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、平均売価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

当第２四半期会計期間における製品及び商品の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．商品の「その他」は、Ｓ形瓦・いぶし瓦・副資材が主力であります。 

(3）受注状況 

当社は受注見込みによる生産方式をとっておりますので、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

当第２四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目別 
 当第２四半期会計期間
（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 
前年同四半期比（％）

Ｊ形瓦（千円）  672,988  101.8

Ｆ形瓦（千円）  1,067,842  67.9

Ｍ形瓦（千円）  87,306  38.5

合計（千円）  1,828,138  74.3

品目別 
 当第２四半期会計期間
（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日）  
前年同四半期比（％）

製品 

Ｊ形瓦（千円）  35,441  74.7

Ｆ形瓦（千円）  93,613  83.3

Ｍ形瓦（千円）  7,148  149.4

小計（千円）  136,203  82.8

商品 その他（千円）  103,349  67.7

合計（千円）  239,552  75.5

品目別 
 当第２四半期会計期間
（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日）  
前年同四半期比（％）

製品 

Ｊ形瓦（千円）  757,848  103.6

Ｆ形瓦（千円）  1,502,148  80.5

Ｍ形瓦（千円）  177,784  74.4

小計（千円）  2,437,782  85.9

商品 その他（千円）  141,687  77.2

工事売上（千円）  61,592  93.4

合計（千円）  2,641,062  85.5
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 当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクに重要な変更はありません。  

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況   

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、内外の在庫調整の進展や海外経済の改善を背景とした輸出、生産

の増加などから緩やかに回復しつつあるものの、失業率が過去最悪を更新するなど、雇用・所得環境は一段と厳し

さを増しており、このところの急激な円高の進行も相俟って、先行き不安が払拭できない状況が続いております。

当業界におきましても、粘土瓦の需要の動向を大きく左右する新設住宅着工戸数（持家）が、平成21年９月で

は12ヶ月連続で前年割れするなど、販売環境は一段と厳しさを増しました。 

このような環境下、当社といたしましては、販売体制の見直しや営業人員増などにより販売力を強化し、採算

を考慮しつつ潜在需要の掘り起こしに努めました。また、６月から全国の施工業者とのネットワーク作りに着手い

たしました。 

コスト面では、燃料費が前年同期に比べ原油価格の落ち着きから大幅に減少したほか、思い切った生産調整の実

施により、変動費も抑制することが出来ました。また、引き続き販売費及び一般管理費の節減（前年同期比6.2％

減）にも努めました。製品在庫は1,321百万円（前期末対比691百万円減）に縮減いたしました。 

この結果、当第２四半期会計期間における売上高は2,641百万円（前年同四半期比14.5％減）、営業利益132百万

円（前年同四半期比158.7％増）、経常利益97百万円（前年同四半期は経常利益6百万円）、四半期純利益42百万円

（前年同四半期は四半期純損失16百万円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末に比

べて134百万円増加し842百万円となりました。 

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期会計期間に比べ7百万円減少し、300百万円となりました。 

これは主に、増加要因としては、たな卸資産の減少額408百万円（前年同四半期比129百万円増）等によるもので

す。減少要因としては、仕入債務の減少額112百万円（前年同四半期比246百万円減）及び未払費用の減少額249

百万円（前年同四半期比124百万円増）等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期会計期間に比べ25百万円減少し、23百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出26百万円（前年同四半期比44百万円減）等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期会計期間に比べ90百万円減少し、143百万円となりました。 

これは主に、長期借入金の返済による支出135百万円（前年同四半期比83百万円減）等によるものです。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4）研究開発活動  

当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、24百万円であります。  

スーパートライ１１０シリーズの新製品として、「スーパートライ１１０ＦＭ３０６」を開発し、８月上旬より

販売をしております。 

現在、地球環境保護の観点から、太陽光発電システムを新築住宅に搭載するニーズが高まっているなか、「スー

パートライ１１０ＦＭ３０６」は「スーパートライ１１０ＦＭ」の後継タイプとして、高い防災性能、シンプルな

屋根デザイン、建築現場での廃材量削減といった特徴はもちろんのこと、近年採用が増えている瓦一体型ソーラー

パネルとの葺き合わせ機能を備えております。また、屋根の谷部に使用する専用の谷瓦を新たに設定することによ

り、建築現場でカットする瓦の廃材を減らし、屋根外観デザインをより魅力あるものに向上させております。  

  

(5）財務政策 

当社の所用資金調達は大きく分けて設備投資資金・運転資金となっております。基本的には「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の増加を中心としながらも、多額の設備資金につきましては、その時点で最適な方法での調達

を原則としております。また、銀行借入金につきましては、阿久比工場用地を始め、担保に供していない資産もあ

り、借入限度枠にも余裕があり、手元流動性預金・手形割引とあわせ、緊急な支払いにも対応可能な体制を整えて

おります。 

余資の運用につきましては、基本的には債権回収比率の受取手形割合が高いため、割引手形の減少を第一に借入

金返済を最優先としております。  
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  25,000,000

計  25,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  7,767,800  7,767,800

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

単元株式数 

100株  

計  7,767,800  7,767,800 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 － 7,767,800  － 2,144,134  － 2,967,134
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①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

鶴見 哲 愛知県刈谷市  1,551  19.96

有限会社トライ 愛知県刈谷市小垣江町新庄37番地  560  7.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  310  3.99

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号  310  3.99

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10番17号  308  3.96

鶴見 栄 愛知県刈谷市  140  1.80

鶴見 日出雄  愛知県刈谷市   132  1.69

岡崎信用金庫 愛知県岡崎市菅生町字元菅41番地  132  1.69

細井 芳美 愛知県岡崎市  132  1.69

鶴見 綾子 愛知県刈谷市  116  1.50

計 －  3,693  47.54

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式  10,100

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,757,000  77,570 － 

単元未満株式 普通株式  700 － － 

発行済株式総数  7,767,800 － － 

総株主の議決権 －  77,570 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社鶴弥  
愛知県半田市州の崎町２

番地12  
 10,100  －  10,100  0.13

計 －  10,100  －  10,100  0.13
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  178  255  278  280  303  267

最低（円）  162  170  227  235  249  212

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。  

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 

３．四半期連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 884,483 799,614

受取手形及び売掛金 2,226,239 1,916,778

商品及び製品 1,361,660 2,071,694

仕掛品 52,986 46,949

原材料及び貯蔵品 141,811 149,468

その他 166,762 190,030

貸倒引当金 △11,576 △12,897

流動資産合計 4,822,367 5,161,639

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  1,906,032 ※1  1,948,692

機械及び装置（純額） ※1  1,756,068 ※1  1,929,997

土地 9,153,286 9,153,286

建設仮勘定 14,559 31,330

その他（純額） ※1  484,569 ※1  500,593

有形固定資産合計 13,314,516 13,563,900

無形固定資産 15,638 17,335

投資その他の資産   

投資有価証券 216,976 182,821

その他 642,037 658,511

貸倒引当金 △308,956 △310,774

投資その他の資産合計 550,057 530,558

固定資産合計 13,880,213 14,111,794

資産合計 18,702,581 19,273,433
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,275,713 1,573,668

短期借入金 5,000,000 5,300,000

1年内返済予定の長期借入金 520,000 440,000

未払法人税等 14,892 16,770

賞与引当金 116,160 164,230

その他 526,302 567,273

流動負債合計 7,453,068 8,061,942

固定負債   

長期借入金 1,565,000 1,590,000

退職給付引当金 57,177 53,526

役員退職慰労引当金 636,256 627,974

その他 20,000 10,000

固定負債合計 2,278,433 2,281,500

負債合計 9,731,501 10,343,443

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,144,134 2,144,134

資本剰余金 2,967,191 2,967,191

利益剰余金 3,862,362 3,863,830

自己株式 △5,713 △5,713

株主資本合計 8,967,975 8,969,443

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,104 △39,452

評価・換算差額等合計 3,104 △39,452

純資産合計 8,971,079 8,929,990

負債純資産合計 18,702,581 19,273,433
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 5,912,496 5,100,606

売上原価 4,871,482 3,971,496

売上総利益 1,041,014 1,129,109

販売費及び一般管理費 ※  962,036 ※  874,664

営業利益 78,978 254,444

営業外収益   

受取利息 4,273 1,443

受取配当金 4,329 4,480

雇用調整助成金 － 14,778

その他 19,313 11,958

営業外収益合計 27,916 32,660

営業外費用   

支払利息 53,838 47,053

手形売却損 10,087 4,922

工場休止に伴う諸費用 113,892 127,892

その他 － 7

営業外費用合計 177,818 179,876

経常利益又は経常損失（△） △70,923 107,228

特別利益   

固定資産売却益 4,208 289

貸倒引当金戻入額 － 3,138

特別利益合計 4,208 3,427

特別損失   

固定資産除売却損 6,313 1,697

投資有価証券評価損 － 13,402

関係会社株式評価損 － 6,784

貸倒引当金繰入額 4,000 －

訴訟関連損失 19,010 －

特別損失合計 29,323 21,883

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △96,038 88,773

法人税、住民税及び事業税 6,220 6,184

法人税等調整額 △9,801 45,268

法人税等合計 △3,580 51,453

四半期純利益又は四半期純損失（△） △92,458 37,320
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 3,087,186 2,641,062

売上原価 2,559,644 2,061,647

売上総利益 527,542 579,414

販売費及び一般管理費 ※  476,337 ※  446,947

営業利益 51,204 132,467

営業外収益   

受取利息 2,808 1,261

受取配当金 － 150

雇用調整助成金 － 14,778

その他 8,635 8,040

営業外収益合計 11,443 24,230

営業外費用   

支払利息 27,412 22,716

手形売却損 5,242 2,787

工場休止に伴う諸費用 23,693 33,941

営業外費用合計 56,347 59,445

経常利益 6,300 97,251

特別利益   

固定資産売却益 4,208 8

特別利益合計 4,208 8

特別損失   

固定資産除売却損 140 1,697

投資有価証券評価損 － 13,402

貸倒引当金繰入額 1,000 －

訴訟関連損失 4,737 －

特別損失合計 5,877 15,099

税引前四半期純利益 4,630 82,161

法人税、住民税及び事業税 △10,078 3,092

法人税等調整額 31,120 36,623

法人税等合計 21,041 39,716

四半期純利益又は四半期純損失（△） △16,410 42,444
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△96,038 88,773

減価償却費 361,134 332,324

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29,275 △3,138

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,260 3,650

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,259 8,282

賞与引当金の増減額（△は減少） △19,792 △48,070

受取利息及び受取配当金 △8,602 △5,923

支払利息 53,838 47,053

投資有価証券評価損益（△は益） － 13,402

関係会社株式評価損 － 6,784

売上債権の増減額（△は増加） △534,255 △245,013

たな卸資産の増減額（△は増加） 586,233 711,654

仕入債務の増減額（△は減少） 119,101 △297,954

割引手形の増減額（△は減少） △69,810 △71,906

未払費用の増減額（△は減少） 159 48,214

その他 160,816 △117,733

小計 569,539 470,400

利息及び配当金の受取額 8,578 5,873

利息の支払額 △72,972 △63,959

法人税等の支払額 △35,012 △6,658

営業活動によるキャッシュ・フロー 470,133 405,656

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △105,189 △35,724

有形固定資産の売却による収入 9,967 1,861

無形固定資産の取得による支出 △244 －

投資有価証券の取得による支出 － △5,000

貸付金の回収による収入 23,136 2,038

その他 △14,284 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △86,613 △36,824

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △300,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △228,000 △245,000

配当金の支払額 △77,310 △38,962

財務活動によるキャッシュ・フロー △305,310 △283,962

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 78,208 84,869

現金及び現金同等物の期首残高 645,033 757,614

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  723,242 ※  842,483
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

たな卸資産の評価方法 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、11,924,676千円

であります。  

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、11,607,466千円

であります。   

  

２ 受取手形割引高は、464,971千円であります。 

  

２ 受取手形割引高は、536,877千円であります。 

  

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  千円

給料手当   297,007

賞与引当金繰入額  50,926

貸倒引当金繰入額  32,713

退職給付費用  4,130

役員退職慰労引当金繰入額  64,285

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  千円

給料手当及び賞与   287,797

賞与引当金繰入額  35,300

退職給付費用  6,900

役員退職慰労引当金繰入額  8,282

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  千円

給料手当   130,808

賞与引当金繰入額  37,725

貸倒引当金繰入額  18,295

退職給付費用  2,065

役員退職慰労引当金繰入額  37,242

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  千円

給料手当及び賞与   129,712

賞与引当金繰入額  24,005

貸倒引当金繰入額  989

退職給付費用  3,446

役員退職慰労引当金繰入額  4,968
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当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21

年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式     7,767千株        

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式        10千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるもの

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係   

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係   

 （平成20年９月30日現在）  （平成21年９月30日現在）

  

  千円

現金及び預金勘定  735,242

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  △12,000

現金及び現金同等物  723,242

  千円

現金及び預金勘定  884,483

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  △42,000

現金及び現金同等物  842,483

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  38,788  5.0 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月６日 

取締役会 
普通株式  38,788  5.0 平成21年９月30日 平成21年12月７日 利益剰余金 

（持分法損益等）

  
前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円）  8,937  1,118

  
前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

関連会社に対する投資の金額（千円）  10,000  3,215

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  5,887  4,647

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  634  1,431
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当第２四半期会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等  

（注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,156 42 １株当たり純資産額 円 銭1,151 12

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭11 92 １株当たり四半期純利益金額 円 銭4 81

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円） 
 △92,458  37,320

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 △92,458  37,320

期中平均株式数（千株）  7,757  7,757

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭2 12 １株当たり四半期純利益金額 円 銭5 47

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円） 
 △16,410  42,444

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 △16,410  42,444

期中平均株式数（千株）  7,757  7,757

（重要な後発事象）
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平成21年11月６日開催の取締役会において、平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり当中間配当を行うことを決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38,788千円  

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭  

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・・平成21年12月７日  

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成20年11月10日 

株式会社 鶴弥       

  取締役会 御中   

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 水野 信勝  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 石倉 平五  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴弥の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第42期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴弥の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成21年11月９日 

株式会社 鶴弥       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 英司  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石倉 平五  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴弥の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第43期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴弥の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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